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　　　午前９時３０分　開会
○布施初子委員長　　　ただいまから大都市制度に関する特別委員会を開会する。
　出席委員は８名で定足数に達している。
　これより審査に入る。
　本日は、最初に資料１により、青本及び党派別要望について、スケジュール等の確認を行う。次に、資料２により、市の独自要望である国の施策、制度に関する提案、要望についての取組状況の説明の後、質疑、意見を伺う。最後に、資料３により、本委員会での党派別要望運動に係る個別要望事項の概要説明の後、進め方等について協議をお願いしたいと思うが、いかがか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○布施初子委員長　　　確認がなされたので、そのように進める。
　　　　　　　　　　　　　　　◇○◇
　　　令和４年度青本及び党派別要望に係る個別要望事項について

○布施初子委員長　　　令和４年度青本及び党派別要望に係る個別要望事項についてを議題とする。
　まず、青本及び党派別要望のスケジュール等について、事務局から説明させる。
○天野政策調査課長　　　それでは、資料１、青本及び党派別要望に係るスケジュールについてを御覧いただきたい。
　まず、大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望、通称青本である。内容については、前回６月２５日に開催された本委員会で説明があり、確認してもらったとおりで、その後の変更はない。スケジュールについても変更はない。９月下旬もしくは１０月上旬に、議長及び市長の決裁をもらい、その後、１０月から１１月にかけて、幹事市の議長及び市長並びに税財政関係特別委員会委員長等が分担して要望運動を実施する。なお、今年度の幹事市は大阪市である。
　下段の表、党派別要望は、例年９月に指定都市市長会事務局から事前の連絡があり、要望内容の策定作業に入る。１０月上旬から中旬に布施委員長に出席してもらう税財政関係特別委員長会議が開催され、その席上で要望運動の進め方について決定される予定である。国の各党派への要望運動だが、本委員会の委員が所属している党派は、該当する委員に要望運動を行ってもらい、委員がいない党派は委員外の議員に行ってもらっている。要望運動は青本と市議会で作成する個別要望事項によることとなるので、本日は、市の独自要望である令和４年度国の施策、制度に関する提案、要望の取組状況の説明終了後に、個別要望事項の内容について協議してもらいたい。
　最後に、本日の資料には記載していないが、前回６月２５日に開催された本委員会で確認してもらった国の施策及び予算に関する提案、通称白本については、その後、２０市で承認され、要請を担当する市の議長及び市長が各政党及び関係府省に対して要請活動を実施しているところである。
　以上である。
○布施初子委員長　　　ただいまの説明に対して、意見等があったらお願いする。（「なし」と呼ぶ者あり）
　ないので、以上で本件を終わる。
　次に、市の独自要望である国の施策、制度に関する提案、要望についての取組状況について、説明をお願いする。
○三橋政策課長　　　本市独自に実施する要望事項について説明する。資料２、令和４年度国の施策、制度に関する提案、要望書を御覧いただきたい。
　国への要望事項については、翌年度の国の予算編成を前に、本市の将来にとって特に重要な施策に係る提案、要望事項を取りまとめ、関係省庁等に要望活動を行っているが、今年度は４月に策定した相模原市行財政構造改革プランにおける積極的な特定財源の確保などの取組の一環として、国への要望内容についても改めて見直しを図った。今回お配りした資料は、今年度の要望事項を取りまとめたもので、今年度、国に対して要望活動を行っていく予定である。
　今月、要望活動を行う予定だったが、新型コロナウイルス感染拡大に伴う緊急事態宣言の発令により、関係省庁の受入れが困難となったため、現在、再度、日程を調整しているところである。
　それでは、要望内容の説明に入る。
　要望項目について、昨年度から継続しているものについては説明を割愛し、新たに追加した項目について説明する。
　３ページ送って、提案、要望事項目次を御覧いただきたい。要望事項は全部で３６項目あって、それぞれ要望事項の後ろに、新規、継続と記載している。新規事項は１８項目あるが、順番に説明する。
　１ページを御覧いただきたい。新型コロナウイルス関連の要望について説明する。
　１の新型コロナウイルスワクチン接種に係る支援である。ワクチン接種については、本市では７月末までに８０％程度の高齢者への接種を終えたところだが、今後も国、地方公共団体が緊密に連携して接種を推進する必要があるので、引き続き、地方公共団体が十分な接種体制を組めるよう、国の責任において必要な措置を講ずるとともに、次年度以降のワクチン接種の実施スケジュールや財政的な支援策などを速やかに示すよう要望した。
　２ページを御覧いただきたい。２の地域医療提供体制の維持に対する必要な財政支援である。新型コロナウイルス感染拡大に伴い、外来患者の減少、抑制、入院、手術件数の減少等により、医療機関の経営状況は大変厳しい状況となっていることから、地域医療提供体制を維持するためにも、陽性患者の対応をしている医療機関だけではなく、その他の医療機関についても国からの財政支援を要望するものである。
　３ページを御覧いただきたい。３の子どもの健全育成のための体験活動推進事業に係る補助制度の拡充である。新型コロナウイルス感染拡大の影響により、学校の各種行事の規模が縮小され、子供たちが自然などと触れ合う様々な体験活動の機会が乏しくなっていることから、二泊三日以上の宿泊体験活動が対象となっている国の補助制度を一泊二日や日帰りの体験活動についても補助対象とするよう要望するものである。
　以上の３つが新型コロナウイルスに関する提案、要望となる。
　１２ページを御覧いただきたい。８の個人情報保護制度の見直しに伴う対応等である。デジタル関連法の制定に伴い、個人情報保護法も改正されたが、今後、国により法律施行令やガイドラインが整備される予定となっている。施行令やガイドラインの策定に当たっては、地方公共団体の意見を十分に聞きながら、混乱が生じないよう慎重に検討を進め、法律の趣旨、目的に反しない限り、地方公共団体が引き続き独自の保護措置を講ずることができる裁量権を最大限認めるよう要望するものである。
　１９ページを御覧いただきたい。１５のＧＩＧＡスクール構想の推進に向けた財政支援である。ＧＩＧＡスクール構想を推進するに当たっては、端末やネットワークの運用保守、ソフトウェアなどのランニングコストが必要となることから、今後の財政負担が課題となっている。また、整備したタブレットＰＣを最大限活用するためには、老朽化している大型モニターの更新やインターネット通信環境を整えることができない家庭への支援等、さらなる環境整備や支援体制の確立に要する経費について、財源の確保が課題となっていることから、国による必要な財政支援を要望するものである。
　２０ページを御覧いただきたい。１６の医療的ケア児等総合支援事業の拡充である。本市では、医療的ケアが必要な子供がいる家庭において、在宅での療養が一時的に困難となった場合などに備え、市民専用ベッドを確保するために、市内の医療機関の運営に対して補助金を交付している。こうした事業は国の医療的ケア児等総合支援事業の国庫補助対象となっていないため、対象経費の見直し及び国庫補助基準額引上げについて要望する。
　２１ページを御覧いただきたい。１７の救命救急センター、二次救急医療体制及び脳神経系救急医療体制確保に必要な財政支援等である。本市では、救命救急患者に対する医療及び搬送業務の円滑化を推進するため、救命救急センター事業、二次救急医療体制確保事業、脳神経系地域協力事業に対して補助を行っているが、財政的な負担が課題となっているので、必要な医師の確保対策を講ずるとともに、財政支援を行うよう要望するものである。
　２２ページを御覧いただきたい。１８の災害時医療救護体制に係る財政支援である。本市では、災害時における医療救護体制を構築するための検討会の開催や、救護所における医療資機材等の備蓄、各種防災訓練の実施などを計画的に行っているが、当該検討会の委員への報酬に対する財政的な負担のほか、救護所に備蓄する資機材について定期的な滅菌が必要になるなど、市の費用負担が課題となっていることから、国に対して財政支援を要望するものである。
　２３ページを御覧いただきたい。１９の看護職員確保対策に必要な財政支援である。本市では、団塊の世代が後期高齢者となる令和７年に入院及び在宅医療等の医療需要が１日に１万６，０００人以上と推計されており、看護師等の育成、確保対策を進めていく必要があるため、市内看護職養成施設である相模原看護専門学校の運営支援を行っている。また、看護師等の有資格者でありながら、看護職に従事していない潜在看護師を対象とした就職相談会、技術研修会の開催などに対して助成を行っているが、財政的な負担が課題となっていることから、地方公共団体が行う看護職員確保対策に対して必要な財政支援を要望するものである。
　２５ページを御覧いただきたい。２１の感染症法に基づく感染症診査協議会及び健康診断事業に必要な財政支援である。本市では、感染症法に基づく審査を実施しているが、当該審査協議会に参加する委員に対する報酬について、国からの補助はなく、また、同法に基づき学校、施設長が行う結核に係る定期の健康診断に要する費用についても、現在、国の補助金や交付税措置の対象外となっているので、法定事業に係る経費については、国の補助制度の対象となるよう要望するものである。
　２７ページを御覧いただきたい。２３の休日夜間における救急医療に対する財政支援である。本市では、初期救急医療体制を確保し、休日、夜間における急病患者に対応するため、急病診療所を市医師会に委託して運営するとともに、急患調剤薬局を運営する市薬剤師会に対し、財政的な補助を行っているが、市の財政負担が増加していることから、持続的かつ安定的に初期救急医療体制を確保していくため、国による財政支援を要望するものである。
　２８ページを御覧いただきたい。２４の食品衛生、環境衛生及び河川水・地下水等の検査に係る国庫補助制度の創設である。地方衛生研究所については、食品衛生法や感染症法などにおける法的な位置づけがなく、施設、設備及び検査機器の整備、更新についても国からの補助制度がない状況で、本市においても衛生研究所が庁内唯一の検査機関として、食品や浴槽水等の検査を実施しているが、当該検査に使用する検査機器の取得や更新、消耗品、医薬材料の調達が課題となっていることから、国庫補助制度の創設を要望するものである。
　２９ページを御覧いただきたい。２５の障害者雇用に係る雇用率のカウント方法の見直し及び地方特例制度の弾力的運用等である。平成３０年４月から、精神障害者が障害者雇用義務の対象に追加されたが、他の障害種別と比べ、職場定着率が低い状況にある。
　一方で、勤務時間を短縮することで定着率が高くなる傾向にあることから、週所定労働時間が２０時間以上でなければ雇用率にカウントされない仕組みについて、勤務時間に応じた段階的なカウントを行うなどを要望するものである。
　また、障害者の雇用の促進等に関する法律に規定する特例認定を受けて、市長事務部局と教育委員会が一体となって、障害者雇用に係る取組を進めているが、認定を受けている機関ごとに一定の基準を満たす場合には、地方公共団体の実情に応じて選択できる仕組みとするよう要望するものである。
　３１ページを御覧いただきたい。２７の障害福祉サービス事業所への移行促進に係る財政支援である。地域活動支援センターについては、国の地域生活支援事業等により運営費などの一部が補助対象となっているが、本市では障害者へのサービスのさらなる質の向上及び事業運営の安定化を目的として、地域活動支援センターから障害福祉サービス事業所へ移行するための経費の一部を独自で補助している。障害福祉サービス事業所の移行を促進するために、国としても当該移行促進事業に対する財政支援を要望するものである。
　３２ページを御覧いただきたい。２８の地域生活支援事業の拡大と財政支援である。本市では、在宅で生活する重度の障害者等の社会参加の支援や障害者施設への通所に係る経済的な負担を軽減するため、障害者が福祉タクシー等を利用するときの費用や自家用車を使用したときの燃料費など、交通費等の助成を独自に行っているが、国庫補助事業の対象となっていないことから、補助事業の拡大と財政支援を要望するものである。
　３３ページを御覧いただきたい。２９の在宅高齢者への福祉サービスに係る財政支援等である。本市では、在宅の寝たきり高齢者等について、日常生活を送る上での本人や介護者への負担の軽減などを目的として、紙おむつの支給や寝具の乾燥消毒サービスを実施するほか、独り暮らしの高齢者が急病等の緊急時に通報するシステムを運営するなど、在宅の高齢者に対する福祉サービスを実施している。今後も持続的な支援が行われるよう、国からの財政的な支援や介護保険制度の改正を要望するものである。
　３６ページを御覧いただきたい。３２の子育て短期支援事業に係る財政支援の更なる充実である。本市では、保護者の疾病その他の理由により、家庭で児童を養育することが一時的に困難となった場合において、子育て短期支援事業を実施しているが、保護者の疾病や育児疲れ等の様々な理由により、利用のニーズは今後も高くなることが想定されている。
　当該事業の実施に要する経費については、子ども・子育て支援交付金により運営費の一部が補助されているが、現在の補助基準額は十分なものではなく、本市独自に事業に必要な経費を補助していることから、国に対し、適切な養育、保護が継続できるよう、財政支援のさらなる充実を要望するものである。
　３７ページを御覧いただきたい。３３の動物愛護ボランティアの支援制度の創設である。動物愛護ボランティアは、飼い主が飼いきれなくなった動物を飼養する受皿となり、新たな飼い主を探すまでの動物の飼養や譲渡による殺処分の削減に努めているほか、野良猫の不妊去勢手術により野良猫被害を軽減するなど、動物の命を守り、周辺の生活環境の悪化を防ぐことに尽力している。
　こうした活動において、本市も野良猫の不妊去勢手術助成金や譲渡対象登録団体に補助しているものの、財源の確保が課題となっていることから、国における必要な財政支援を要望するものである。
　今年度からの新規要望は以上である。
　以上、本市独自要望について説明した。
○布施初子委員長　　　ただいまの説明に対して、質疑、意見等はないか。
○西家克己委員　　　今の新型コロナウイルスの感染拡大を迎えている状況において、新規項目で新型コロナウイルスワクチン接種に係る支援を一番に、本市の独自要望を挙げたことは理解した。こういった時期だからこそ、あえて確認がなかった継続案件について、１点だけ確認で伺いたい。
　５ページ、４の米軍基地の早期返還等について、相模総合補給廠の一部返還、今、全国の政令市の中でこれだけ米軍基地を抱えている市はない状況は、国も理解しているところだと思うが、（１）相模総合補給廠の一部返還のアの北側部分、約３３ヘクタールの返還について、現状、北側フェンス沿い道路用地部分に、延長約１．２キロメートル、幅員９．５メートルの道路整備に着手している。本来であれば、２０２０年以降に用地取得、を進めていくという流れだが、コロナ禍において、用地取得、条件工事等に影響が出ていないのか、どういう状況にあるのか、分かる範囲で教えてもらいたい。
○小山総合政策部長　　　北側外周道路の関係だが、コロナ禍での影響に関しては、条件工事に係る細かな協議とか、一部、どうしても民地の部分の調整が出てくるが、今、日米協議の中で大きなものはないと承知している。１点申し上げれば、地元説明会などについて、道路部門の方でコロナの影響はあるかもしれないが、基地対策という観点でいえば、特段の影響はないと承知している。
○西家克己委員　　　大きな部分に影響はないという中でディテールの部分、住宅地に隣接しており、宮下本町１丁目等の住民からすると、コロナ禍で交渉が多少遅延するとか、そういったことが危惧される。そこは丁寧に話してもらいたいことを要望として添えておく。
○布施初子委員長　　　他にないか。（「なし」と呼ぶ者あり）
　ないので、以上で本件を終わる。
　休憩する。
　　　午前９時５６分　休憩
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　午前９時５７分　開議
○布施初子委員長　　　再開する。
　初めに、本委員会での党派別要望運動に係る個別要望事項の概要について事務局より説明の後、質疑、意見等を伺う。その後、党派別要望運動に係る個別要望事項について協議してもらいたい。
　それでは、党派別要望運動に係る個別要望事項の概要について、事務局に説明させる。
○天野政策調査課長　　　資料３を御覧いただきたい。党派別要望運動に係る個別要望事項について説明する。なお、資料３は、昨年１０月に行われた指定都市税財政関係特別委員長会議の資料の抜粋である。
　大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望書、通称青本については、指定都市税財政関係特別委員会において、各政党、衆議院、参議院両院の総務委員会及び地元選出国会議員に対して要望を行うよう議会側に要請されているものである。
　その要望運動のときに、青本とは別に、各市議会で作成した要望事項を提出することができ、その要望を個別要望事項という。本年度の予定は未定なので、昨年の例により説明する。
　初めに、各政党に対する要望だが、政党別に、それぞれ党の首脳をはじめ、税財政及び地方行政関係役職者並びに地元選出国会議員の出席を求めて、懇談会形式により要望運動を実施する。通常、この党派別懇談会に出席してもらう委員は本委員会の委員で、同じ政党に属する各委員にお願いしている。
　懇談会の開催に先立ち、税財政関係特別委員長会議において党派別要望を行うために、各党派について担当市が決められ、担当市は政党と協議して日程などを定め、実施準備を行うこととなる。
　資料の中ほどに表があるが、こちらは昨年の例で、７つの政党、本市の場合は議員が所属している５つの政党に対して要望運動を行っている。懇談会の当日は、担当市が座長となり、初めに、担当市により青本の要望の説明が行われ、青本に係る要望が終わり次第、各市議会からの個別要望を行うことができることとなっている。
　資料の下段に参考として、令和２年度の党派別要望実施日等を記載しているが、各党派おおむね１時間の懇談時間の中で、個別要望事項に３０分以上の時間を割いている。なお、市議会で作成する個別要望事項の内容を決定するに当たっては、例年、市長部局が作成している国の施策、制度に関する提案、要望を基に協議してもらい、相模原市として一体となった要望を行うため、当該要望を各党派統一した市議会の要望としている。
　以上である。
○布施初子委員長　　　ただいまの説明に対して、意見等があったらお願いする。
　ないので、次に、１１月中下旬に行われる党派別要望に係る個別要望事項の内容について協議をお願いする。
　参考までに、先ほど事務局より説明もあったが、例年、個別要望事項の内容は、休憩前に理事者より説明があった市の独自要望事項と同じ内容のものを相模原市議会の共通の内容としている。また、本市議会の議員が所属していない党派に対しては、個別要望を提出せず、要望運動にも出席していない。昨年度と同様の進め方でいいか。─
　では、そのように進めさせてもらう。
　なお、党派別要望運動の詳細な要望時期については、１０月上中旬に開催予定の税財政関係特別委員長会議において協議、決定する予定なので、決定したら、各委員に随時連絡する。
　本件に対して発言等はないか。（「なし」と呼ぶ者あり）
　ないので、以上で本件は終わる。
　その他、意見等があったらお願いする。
○榎本揚助委員　　　本件と関わっているか分からないが、参考の令和２年度、れいわ新撰組が入っていないが、そこを教えてほしい。
○天野政策調査課長　　　議員が属する党派に対して要望を行うことになるので、れいわ新撰組等は入っていない状況である。
　以上である。
○阿部善博委員　　　休憩をお願いする。
○布施初子委員長　　　暫時休憩する。
　　　午前１０時０３分　休憩
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　午前１０時０５分　開議
○布施初子委員長　　　再開する。
○天野政策調査課長　　　政令市２０市は７つの政党があるが、本市議会は５つの政党に対して要望運動を行っている状況である。（「分かった」と呼ぶ者あり）
○布施初子委員長　　　他にないか。
　ないので、以上で本日の審査を終わる。
　以上をもって大都市制度に関する特別委員会を閉会する。
　　　午前１０時０５分　閉会
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